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利潤率低下法則の論理

私が、再三にわたって、マルマスのr利潤率傾向的低下の法則」をとり上げ

てきたのは、従来、「この法則はマィレクス経済学の中心点をなす」というにた

るほどの深い検討がなされてはいなかったし、もしわれわれが少しばかりてい

ねいにこの法則の展開方式を追ってみると、いろいろな疑問が出てきて、この

法則そのものを頭から認めてかかって、「資本主義の内的矛盾の開展様式」を

分折したところで、それほど積極的な意味はないとおもわれたからである。た

とえぽ、産業資本主義から独占資本主義の移行、あるいは独占資本主義から国

家独占資本主義への転化の推進的な動因を、この法則の作用に求めようとして

いる人がいるようであるが、はたしてこれらの人はこの法則そのものを十分に

検証した上で、そのような論理を組み立てているのであろうか①。たしかに、

レーニソの指摘をまつまでもなく、前世紀末の「大不況」中に独占の成立の契

棲を見出すことができた。あるいは、1930年代の大不況が・私的独占の国家独

占への移行のきっかけをなした。大きな不況であったから、利潤率はかなりの

期間にわたって下落し続けたものとおもわれる。ここから、利潤率の低下が、

独占、あるいは国家独占の成立の推進的な動因をなしたということは否定しが

たい事実であるとみなされるかもしれない。しかし、これらの諸事実を認めて

かかったとしても、そのことはマルクスの法則そのものの正当性、さらにはこ

の法則をもととして組み立てられた資本主義の内的矛盾の展開方式にっいての

マルクスの分析の論理的な斉合性が確証されたということにはならない。さら

にはまた、いろいろな実証を通して、マルクスのこの命題の正当性の確認が試

みられようとしている。ある特定国の利潤率の下落趨勢を実証することにおい

て成身したとしても、このことからマルクスの分析の方式が正しかったという
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結論を引き出すことはでぎない。このような点について、これまでのマルクス

　経済学者は、あまりにも無関心すぎたようである。

　　マルクスの経済体系を批判しようとする人びとは、ほとんど例外なしに、この

法則の不完全性をついている・そして、その批判の仕方には、すでに彫日の＿

つの型ができ上がっている・そして、マ・レクス経済学者のこの批判への対応の

仕方も・大体において一つの型のようなものができている。たとえばにうで

ある②・（1）資本の磯的構成渕余価値率などの利潤率襯定する内的嬢

数の相互作用の量的な把握からだけで、この法則そのものをとらえようとして

はならない・（2）剰余価値率の上昇率が、有機的鰍の高級化の度創、を上回

　りえないのは消費財部門（特に食料生産部門）における労働生産性、あるいは

その上昇率が相対的に低位にあるために、労働生産性の向上による労働力の価

値の低下にはある一定限界が存在する。われわれの見るところでは、これだけ

では、法則そのものに対する批判に積極的に答ええたことにはならないとおも

われる。特に（1）については、法則そのものが、形式的な数量関係に解消されて

はならないというのであれば、変数間の単なる数量関係のみをもってしては解

き明かすことができないなにものかを、この法則そのものは含んでいるとみな

てはならないことになるが・そうであればその雄ものかが積極的に示され

てよいはずである・われわれは・この法則をとりあつかった多くの轍におし、

・マノレクスからのあれこれの引用以上のもの蜆出すことができなし、のを非

常に残念におもっている。

ところで・われわれは・マ・レクスのこの法則そのものを究める過程におし、

て澗題はもっと深いところにあるので〃まなかろうかと感ずるようになった

もちろん・いまだなお粉につきとめえないところのものである．少しでも、

わ禰れが感じたところのものの正体棚きらかにしようとして堀江忠駈

の劇批判をとり上げてみた・さらに・マルクス経済学者のこれまでの公式的

な分析方式とはかなりのへだ効のある盤信友甑の論稿にもふれてみたので

ある・靴ことには・置紙から燃號回答が寄せられてぎたので③、

回答に沿って法則そのものの内容理働し・っそう深め、あらためてマ，レクスの

利潤率低下法則の慧義について考えてみることにしよう。

　①　われわれは、手嶋正毅氏を念頭においている。

　②富塚良三；恐慌論研究（昭和37年）の後編。
③ 4腎轡「平均利潤鞠・・て」蹴経済学雑誌・第・・9翻4号、昭和39年
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置塩氏の論旨はこうである。p1，　p2，　P3のそれぞれは、生産財、奢修品で

Xない消費財、奢修品の生産価格。生産財部門、消費財部門、奢移品部門の生

産財係数をC1，　C2，　C3、労働力係数をa1，　a2，　a3、　Wを実質賃金率、　rを平

均利潤率とすれぽ、

　　　　（Cl・P1＋α1吻2）（1＋の＝Pl

　　　　（02ρ1＋a2wp2）（1＋T）＝ρ2

　　　　（c3P1＋a3wp“9）（1＋グ）＝P3

したがって、平均利潤率は

　（1）

＼　（2）

　③

　　　　ノ（の＝（1＋T）・（・、a、－c2a・）w－（1＋iP－）（・・＋a・・v）＋1－0（4）

利潤率の上限は、w＝0で劃されるから・

　　　　rK－＿1　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）
　　　　－　C1

生産財一単位の価値をkとすれば、

　　　　k・＝　Clk十a1

生産財部門における現在労働／過去労働は、

　　　　a・／・・々一÷一・　　　　　　⑥
以上から、平均利潤率の上限は、生産財部門における現在労働／過去労働であ

る。したがって、この上限が、時間の経過とともに十分に低下するという条件

が満たされれぽ、利潤率の傾向的低下の法則は論証されたことになるが、その

ためにはTOを初期の利潤率とし、　Cltをもって時間が十分経過した後の生産

財部門における生産財係数として、

　　　　毒一・＜・°　　　　　　　　⑦
が証明されれぽよい。そこで現行の生産方法のもとでの生産財部門における生

産財係数、労働力係i数をCIO，α10とすれぽ、資本家が新しい生産方法（C1，

a1）の導入を決意するためには、
　　　　，、P、・一α、吻、・＜・、・P、・＋a・°吻2°　　　　⑧

の条件が満たされなけれぽならない①。ここでのPIO，　p2eは、現行の生産財

価格、消費財価格である。（8）式から、

　　　　⊥＿1＞。・　　　　　　　　　　（9）
　　　　C1

t’｝nvnt－一一旧藺■■閣闇圃顧一F’
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里）畿摯簿法の職働／鋤働ヵミ・もとの平均利潤率を越えなし・こ’

たものとしても・P・・P・・P…の四っの未知数給まれてし・るので訪蹴

欝房羅よ聯繍癌搬憂を鐙礎凝憲驚
はなかろうか・1°）・ω曝問カミ正当であれぽ、⑤式職立しない。あるいは

この疑問が誤解にもとつくものとしても・（5）式あるし・は⑨式自体の繍的憶

撚捲灘錆融逸（▽総蕩翻㌫撫画露欝諜

錨繧繍翻驚瓢際轡り灘禁纏黛1、Σ1聾驚・

塩氏は渓質飴率＠）が一定であれ1諮本家は、q）から（v）への転換を

試みないという・ところでマルクスの仮説例におし・て、（Dから（v）へと1鰍

か゜われ掠の見るところでは・禰率の低落齢証されるために腰とされ

①われわれは・輪におV・て、新生断溝ノ、嚇因を、
　　　　　　　・・ρ・°＋a・吻2°一…ρ、・＋a、・Wp。・

　　　灘題需讐蜘指摘をまつまでもなく・　ibれわれの騰から

疑問鴨初歩的な誤りにもとつくものだ・と酷氏はいう．ω一③は、

で・帥2・7と猷められ・③式は・そのP・／P・と・を代入することによ
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って、p3／P2を決める役割を果たしているにすぎないというわけである。たし

かに指摘されているように、（1）と（2）とから・P1／P2が決茸り・rが定まる・そ

のかぎりでは平均利潤率丁の決定には、C3・a3は関与しない。この点は・たと

えば利潤率が上がるためには、不変資本、あるいは可変資本要素が低廉になる

かぎりにおいてであって、奢移品の価格が下がったとしても・利潤率は引き上

げられないということからも理解することができる。その意味からも、疑問点

（偲澱塩氏のいうように、わ；｝・，われの考えちがいにもとつくものといわなく

て1よならないo

　ここで一つ、あるいは置塩氏の論理展開が志向されているものとはややはず

れた問題といわれるかもしれないが、①～③の方程式と関連して、問うてみた

い。（1）式から、

　　　　舞　可訊1＋i－c・｝　　　　　　　　　⑩

P2／P1が下がれぽ、　Cl，　a1，ならびにWを与えられたものとすれぽ、　Tは上

がる。P2／P1が低下するということは、消費財部門のみに技術革新が行なわれ

るか、あるいは生産財部門に比べて、革新の度合いが大きい状態に照応してい

るとみてよい。（2）式から、

　　　　ρ1　　　　　　一　　　　　　　　　　　　　　　　⑪
　　　　P2　　　　1＋グ
同じように、Pl／P2が下がるならぽ、　C2，　a2，　Wは所与とみなされるべきであ

るから、rは上がる。

　（1）から⑩を、（2）から⑪を引き出したと同じ方式で、③からP3／P2を導くこと

ができないことはいうまでもない。⑪式を③式に入れることによって、p3／p2

を求め、a1，　Cl，　Wのみでなく、a3，　C3を所与とすれぽ、　P3／P2の下落は、7の

上昇をともなう。しかしc3，　a3を所与とみなすことはできないのであって、

P3／P2の低下は、　C3，　a3、あるいはその双方の下落を前提としているとみな

ければならないのである。ここからも、置塩氏の所説の論証が可能となろう。

（1）、（2）によって決まるP1／P2，　rだけではなくて、03・a3によってもP3／P2が

制約されているのであるから、奢修品部門において新技術が導入されれぽ・そ

れだけ、奢修品に向けられる剰余価値（あるいは、資本家的支出）の実質値が

相対的に高められることになり、それだけ資本家にとって有利なものとなろ

う。いわば、奢修品部門において起こる技術進歩は、利潤率を引き上げること

はないが、資本家に利益をもたらすことはたしかである。

’
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　　ところで性産財消費財の臨門におし・て肢術鞠が起こるとし暢パ

に醐・伽ら・その利解に対する効果をとらえることはできなし、のでをまな

隷潔勲驚は与驚1蝋貨幣財（金）部門の価騰

　　　　　（CoP1＋aowp2）（1＋ノ）＝1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）1

て・　P1・ρ・が下がるならば・・ヵミ上昇するとい潤係醐確にされる。し、ま

この点を問うてみようというのではなくて・貨醐部門に紺る擶鞠は、

資本の技術的鰍にどのような鵬を及ぼそうと、それがc。，a。，あるいはこ

の両者矧き下げ遵麟を低下させること1，こよって副齢矧き上げるべ

たいとおもえぽ・「P・・P2・P・のt目醐の比率のみならず、その綱蝉鰍

定するためには・なおもう一つの方程式で追力・され鮒ればならない」といわ

櫓’るが卍のよう妨獣樋当なものとみなされているか、とし、うこと

Kらいであろう・しかし・これは・それほど基本的なものとはおもわれない。

　　　　CIρ1（1＋r）＝ρ1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑫
　　　　02ρ1（1十ノ）＝P2
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑬
　　　　c3P1（1＋の＝P3
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑭
となる・現在労鰯・生顔のなかに入りこまないことは、いうまでもない。

この⑫～⑭をもととして遣塩氏は・次のようにいっている．「消費財部ドr、

奢修品部門においては・生産財価格に比して、価格を上昇させさえすれぽ、そ

の部門の利潤率をいくらでも高くできる可能性がある．ところが、　，iE産財部F7

では・価格とともに生産費が上昇し・利潤率は上がらない．い楓労賭こ
何物も与えないとしても・利灘は・（・一一a・）／a、を上回ることはできなし、。

品綱も・この欄率の繍こ歩調をあわさない枷こはゆかないのである」。

以上のような翻は・一一一応もっともなものとして受け入紡れ鮒ればなら
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うに見える。曲しかし、あるいは理解の浅さにもとつくものかもしれない

のような説明に対Lてわれわ｝tは若干の疑問点をもっている。すなわち、

うな見方をもってすれぽ、zv　＝＝　Oの状態一このようなことは・現実には『

えないことであろうが一のもとでは、利潤率は、生産財部門によって決

てしまって、消費財部門自体は、平均利潤率の成立において、なんら関

ないということになりはしないか。その意味において、この場合のノは

厳密な意味における平均利潤率ということができるであろうか。さらに

のいうように、消費財部門、奢修品部門は、P1との関連において・価

P3を引き上げるならば、利潤率をいくらでも高めることができる・し

それはできない。需要条件によって制約されるのではなくて・平均利潤

立するためには、生産財部門における「自己増殖率」に歩調をあわせな

ならないからだ、とされている。しかし、どうして、消費財部門なり奢

門が、生産財部門に歩調をあわせなけれぽならな吟のか。いわば、もし

　奢1多品の価格が生産財部門において成立した利潤率を上回る水準にあ

合、その利潤率を生産財部門のそれおいて規定される平均利潤にまで引

る力は、どのようにして発動せしめられると見るべきなのであろうかっ

　KS　hibata；メL　Dyη伽τ乞o　Theor：’of’加Worlcl　Capitalism，1954，

4

問題に進もう。置塩氏は、その基本命題を例証するために、マルクスの

1の（1）段階と（V）段階とを比べた。これに対して、われわれは、「この

g手続は、時間が十分経過した後をとらえるためのものかもしれない」と

した。しかし、置塩氏はこのような臆測は正しくないのであって、「利潤

頃向的低下法則が絶対的に作用すると考えた最大の根拠を（1）と（V）の比

示すからである。すなわち、生産方法が（1）から（V）に転換するとすれば

時間はどうでもよい）、仮りに搾取率を無限大にしても（1）よりも利潤率

下せざるをえないことを示している」といっている。（1）と（V）とが比較

こ理由は、一・応理解することができた。

の証明方式として、（8）式が適用されている・その場合・生産価格と価値と

離がないとの前提に立脚し、さらにマルクスの仮説例の（1）から（V）は、

て生産財部門における生産方法の変化をあらわしているものと仮定され

1）段階の生産方法は（c（1），a（・）），（V）段階の生産方法は・（c（5）・a（5））で示

一一一一一一一一一一■一一脚■一一一v「’
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される。マルクスの仮説仮によれぽ、

　　　ω・（・）k（・）x（・）－50　（・）a（・）x（1）＝・200　のk（、）x（1）＝・250

　　　（二り　c（5）k（5、．v（5）＝400　　　　（ホ）　a（5）x（5）＝200　　　　　（へ）　k（5）x（5）＝600

　ここでのkは、（生産財）一単位あたりの価値である。（d）とのから、C（
告・幌8からc・・号が引き出される．（D段階におげる単位あた噴

は、　01島＋a1W4である。qは、消費財単位あたりの価値である。実質賃

一定のもとで（V）段階に移行した場合に、（1）段階において成立していた生

財、消費財価格（価値）で費用を計算してみると、それは、　C（5）々ω＋a（5）wq

ある。資本家が（1）から（V）に移るためには、

　　　　C（1）k（1）＋aa）wq＞・（・）k（1）＋a（・）Wq　　　　　　　⑮

の条生が叫なければならない・C・・）le（・・＋・（1）雌含ん（1・であり・C（・）k・1）＋

w4＝－1；k（1）＋百k（5）となる。k（5）＞0とみられるべきであるから、上記の⑮式

条件は満たされないqしたがって、資本家は、（1）から（V）への生産方法の

換を決意するようなことはありえない。この点は、置塩氏のいうとおりであ

う。

　ところで、（1）から（V）にではなくて、（1）から（fi）への移行ということ

なれば、資本家は、どのような態度をとるというのであろうか。

　　　（ト》　c（2）為（2）x（2）＝＝100　　　　　（iチう　　a（2）x（2）＝200　　　　　（ウ）　k（2＞x‘2）＝：300

㈹と（リ）とから・…）－9－。よって、（ll・）段階における戦あた噴用を求めて

ると・・（1）k（1、＋a…wq－÷k（・・＋告為（・）となる．したがって、（Dから（ll）への

行は、

　　　　含んω〉÷le（・〉＋壱k（・）

である限り、資本家によって決意ざれる。この条件は、

　　　　9＞無　　　　　　　　　⑯
において満足される。すなわち（D段階から（ll）段階にかけて、生産財の価

がv20％以上引き下げられるべきであるというのが、この意味するところの

のである。

　もう一つ、マルクス仮説例の（IV）段階を例示してみよう。これは、300c

1°°y＋1°°Mと 膨ている・V＝＝°・したがって3°°C＋2°・Mであったと

ても、利潤率は百となって、（1）段階における利潤率と同一のものとなる

（聰隊おける単蹟用を講してみると・それ峠々（・）＋9k・）となる。
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能力効果の二っの側面

「wt

（9）－9一

の継続の必要条件であり、同時にその供給不足が発展の限界でもある。　　　　．

　発展を需要の面からみれば、資本不足、事前的な1＞5がその必要条件であ

り、逆に供給の面からみると、余剰キャパシティa存在、事前的なS＞1が必、t

要条件である。この矛盾をどう統一するかが、伝統的過剰投資理論と、有効需、

要論を結びつける決め手になる。

　直観的にみると、貯蓄の供給不足は、ある程度弾力的な信用供給によって解

消されるのに対し、キャパシティの不足は、簡単には調整がつかないように思

われる。、したがって、貨幣面では、投資而要が貯蓄の供給を上廻りb他方・実

物面では、ある程度の遊休設備があるというのが、極大成長にとってもっとも

望ましい状態のように感じられる。

　充が先に示したように、現存資本ストックの水準が低い方が・投資需要は旺，

盛である。同時にまた、粗投資中、新投資の占める割合の多い方が、投資の生

産効率は大きい。粗投資全体の需要からいうと、古い設備が多く、更新需要が

多けれぽ、新投資の需要が少なく、資本ストックが多量に存在していても、需

要は大になる。しかし、新たな粗投資によってもたらされるキャパシティの増

大は少ないであろう。逆に設備が若いが資本ストックの水準が低いという場

合、新たな粗投資中、新投資の占める割合は大であり、追加的キャパシティは

大きくなる。これらから、わμわれは次の三つのケースを想定しうるであろ

う。①資本ストックの水準は高く、新投資需要は低い、tたがって、粗投資中．

再投資の占める割合が大きく、キャパシ7イの追加は少ない経済。これは成熟

資本主義に照応し、長期停滞の状態である。②資本ストックの水準は低いが、

新投資需要は旺盛である。粗投資中、再投資の占める割合は小さく、したがっ

てキャパシティの追加が大きい。これは、発展期の資本主義経済に照応する。

③資本ストックの水準は高まったが、設備の年令は若く、再投資需要は少な

い。粗投資の生産効率は①の場合に比して決して低くはないが、粗投資需要は

少ない。これは激しい循環をくり返す経済（長期停滞ではない）における循環

の下降局面に照応する。日本は②に属するであろう。需要に応じうるキャパシ

ティの余力があり、しかも投資需要が大である条件を構成するのも、②のケー一．

スであるQ

　原因と結果は、しばしぼ相互作用を及ぼすものである。すなわち、上昇の起

動力が新投資需要を活発にし、新投資の増大は、設備の年令構成を常に若くす

る。新投資の成長率が累積的に増大する経済を考えてみると、たとえ投資の累

積が資本ストックを大ならしめたとしても、粗投資中、新投資の占める割合は

き
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灘得する・そ繊鞠的生産方法exこもとついて、蜘醐り下げられる

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」、他

マルクスは・こう考える・新生動法を1采用する雛的殿本家は、特別禾

からである・したがつて・鱗嫁的企瓢特別利潤耀得するためtl一

にさきがけて生断法を鞠しようとする・そのような行動の社会的な繰よ

ぽ幕譜ぞ糊礁灘灘翻ご徽叢孚魏器
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利潤率低下法則の論理
（129）　－　11　一

㌦クスの教方のあいまいさ、まちカ・い柾すという見地から・＋分に評価さ

れ1渠搬階の価値騨…C＋酬2・・－d）M；d〈8・　tl＝t・・つ空

総『愚紬驚麗轟乏患畿懸謂ζ驚
壁≦槻驚添（1識縢際灘島麗lll∴誤1㌧

脇ぎりでは、マ・レクスの鳳搬のものは誠立しないということ㍑る゜

驚塁隔二劉裏雛騰蒲茎諜繋饗欝鵡
条件を満たすとはかぎらない」として・わ楠れヵミ・（9）の条件の成立搬拠と

して、平均利潤率の上昇を主張してし・るよう融氏鯉解しrいると・批判さ

れている．たしかに、わ楠れが（1）と（皿）と枇べて・τ1＞’…である

らの変化も起こらない。しかし、価値構成力勘ったために・マルクスの仮説

例とは異なって・（，）＞T（、，となった・というよりは・…）〉・（1）カミ（1）から（Dへ

　　ら、V＝・となるよう蘭騰成が変えられたとしても・T…＝’（・・lrことどまっ

　　て、q）から（w）への轍は鰭嚇ものとなる・こう見てくると・たしかに

（9）の条件を轍姓産方法は、マ・レクスの仮翻におけるように⑧の条件を満

　　たすとはかぎらないが、⑧の条件輔たす生断灘必らず・（9）を灘すとし’

　　うこと㍑る．しかし、（9）の条件媚たしながら・⑧を灘すことのできない

　　生産方法を想定することができたとしても・それは瀦局のところ薙なもの

　　にすぎないということになる．何故ならq）をイニシア・レ姓産方法として設

　　ぽ、L、〉。ωであり、しかも・（・）＜・ωとなるようなシエ　は正常な状態

　　のも襲は成立しえないのである・

’

一一一一一一一一一一・il－ii－ii－iiJIV
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われわれは・「資稼の合理的な衝を認めて赫楓（9）式猷立しな

ればならないとしても・このことそ納体は、欄率の下落醐むというこ．

難禦’鍵畿1蕨醜亨諭畿惣鰻朧喫
隷盆繋羅帥罐影ε二ξ愛箒；ご罐嚢畿
るよう姓産方法は・轍可能なものではありえない、という点である．し力

高蒔蹴鑛畿禦鑓欝灘謙ミら・
①な轟謙鰹擬瀦畿啓轡の職下は・どのよう

　　これまでのところは・どちらかといえぽ形式上の問題が多かった．これは、

一つには・わ勧絢理解が＋分でなカ・ったことによる．酷氏の再論によっ

て・し’うし’うな点醐らかにされて・われわれの誤馳正すことができた．と

ころで残されたもう一つの問題は・より基本的なものとおもわれる

われわれは揃稿において・，次のようなことをいった。（・）新生断法は、

もとつく仮調にしたがって判断弛ば胴一労働・同緬値生灘」という

前提に立つかぎり・欄率の上限が下がり鞭率低下の可能性が強められる

ρ噺生動法は・　・lk産費醐り下げ・禾り潤率縞める．そして、わ楠れは

このくn）とe“）とは・稲する命題ではなし・か、といったのである。、

これに対して遣凱は・　（d）と（・）とからは，　e・）を否定するような結果は生じ

てこないで・αy鞠的蹄噂入暢合拷えても、C飾ミ瑚的には、

禦聯ζ纏馨螺芸ると胎題と・のとから醐を否定する結論

想定するように一すなわち「瀦の速度よりもはるかに急速に」といわれて

いるように一上昇しなし・と見るか・あるいは「同一労跡同緬値生産性」
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という基本命題を認めないか・いずれかでなければならないと・われわれはい

った。置塩氏は革新の本来的な性格からC／2Vには自から上昇限度というもの

が存在するという立場をとった・

　ところで、われわれはC／2Vがどのようなものであれ・労働者一人あたりの

価値生産性は一定不変であるという命題が・どれほどの意味をもちうるのかと

いう問題を提起してみたのである・これに対して・置塩氏は「生きた労働が利

潤の上限をなすという論理は・根本的なものである」といわれる。この点・価

値方程式から価格方程式への転換を試み・「マルクス的価値論は・価格の決定

の説卿ことっては必ずしも必要ではない。それは、マルクス的労働価値説をま

たなくとも、直接にえられるからである」との立場から・「一般利潤率低下論は・

労働価値説とは無関係に、しかも現実の運動法則を逆立ちさせながら・彼の持

論たる資本主i義崩壊論から導き出されるのである」①とする柴田敬氏と、完全

に対立することになる。しかし、置塩氏の指摘は、われわれに対する回答には

ならない。何故なら、われわれの問題は、「利潤の源泉が生きた労働にある」

というマルクスの根本的な考え方そのものを否定しようとするものではないか

らである。すなわち、われわれは、C／ノVが、社会的・平均的に上昇していく

にもかかわらず、労働者の価値生産性が同一不変であるという論理が、資本主

義の長期・動態分析に対してどれほど有効な武器となりうるのかを問うたので

あって、この問は、生きた労働が利潤の上限をなすという論理を認めてかかる

かどうかという問題とは、一一一A応切り離して考えうるものである。

　置塩氏が、④’を認め、そして「同一労働・同一価値生産性」という命題を

否定ないしは修正することによって実質賃金率一定のもとで、革新的技術導入

が平均利潤率を高めるという命題が引き出せるかを、われわれに問うてみたい

というときに、それは、われわれの問題提起の真意を十分に理解された上での

設問であるとはおもえない。われわれは「同一労働・同一価値生産性」の命題

を認めてかからなけれぽ、C／ノVの上昇にともなって、利潤率の上限を劃する

（V＋M）／Cが下がるとはかぎらないということをいいたかったのである。

　置塩氏は、あくまでもこの基本命題を認めてかかる。したがって・マルクス

の仮設例において示されているような（V＋M）／Cの下落傾向そのものを否定

しようとはされない。　もっともこの下落傾向が無限には続きえないのであっ

て、それにはある一定の限界が存在することを証明しようとしたところに置塩

氏の考え方の最大のポイソトがある。われわれが、「置塩氏の論理が生かされ

るためには，生産方法を転換するにあたって資本家の合理的な行動が貫らぬか
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という条件は成立しないことが明らかにされるべきである」といった。この

うな批判は、たしかに置塩氏にとってはポイソトはずれのものであったにち

いない。置塩氏にとっては現在労働／過去労働が上昇しても、それが初期の

潤率を越えないかぎり、資本家的行動の合理性にもとることにはならないカ

である。しかし、われわれは、それが直ちに利潤率の下落を引き起こすもの

はないとしても、利潤率の上限を引き下げるような行動は、利潤の追求を目

とする資本家的企業にとって、はたして合理的なものとみなすことができる

疑わしいとおもったのである。それは、たとえ限られた範囲内においてであ

利潤率の上限が押し下げられていけぽ、剰余価値率を変化させることによっ

利潤率低下の現実化を阻みうる余地が、次第に狭められてくるという理由に

るものである。そして、マルクスによってこのような仮説例が組まれるにし

った根底には、「同一労働・同一価値生産性」の仮説が横たわっていること

もっと注目されてよいはずである。

仮説例の（1）と（V）とを比べてみた場合、いま　1N＝1vと仮定すれば

c／Nは（1）の0．5から（V）の4へと8倍も高められたにもかかわらず、（v

M）はまったく変化しないという命題にもとついて、⑧式を適用し、（1）カ

（V）への移行は不可能であるとの判断がくだされているが、c／ノvが8倍に

っているにもかかわらず、労働者一人あたりの価値生産性b9－一定であるとの

題そのものがあらためて検討の余地が存在するとの問題を提起したことは、

たして軽卒のそしりをまぬかれないのであろうか。とすれば、ここであらた

て置塩氏に聞きたい。このマルクスの基本命題一くりかえしていうようで

るが、「生きた労働が利潤の上限をなす」という考え方についてではない一

を修正・否定すれぽ、資本主義の長期・動態分析においてどのような決定的

支障が生れてくるというのであろうか。いいかえれば、この命題を堅持する

とによって、たとえば柴田氏をもって代表されるような労働価値説とは断絶

しめられた体系を構えている人びとでは明らかにしえない積極面は、どのよ

なものと見られているのであろうか。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　マルクスはいう。「生産力の変動は、価値で表示される労働とは絶対的に

ったく無関係である。生産力は労働の具体的・有用的形態に属するのである

ら、それはいうまでもなく、労働の具体的・有用的形態が捨象されるや否や
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利潤率低下法則の論理 （133）　山　15　一

労働には影響しえない。だから同じ労働は生産力がいかに変動しようと
●　　　●　　　●　　　●　　　●　　　●　　　●　　　●　　　■　　　◎　　　O　　　O　　　O　　　●　　　．　　　●　　　●　　　●　　　O ●　　　●　　　●

じ時間内にはつねに同じ大いさの価値を生む。しかし、それは、同じ時
　　　　　ゆ　　　　　　　　　　　　り　　　　　　　o　　　e　　　り　　　　■

目異なる分量の使用価値をもたらす」と②。これからすれば、われわれ

ている疑問は、価値と使用価値とを混同した極めて初歩的なあやまちを

・るのであって、とるに足らないとの批判が向けられてくるにちがいな

れわれも、このことを十分に意識している。にもかかわらず、あえて疑

して提起したのは、一つには、われわれが、労働価値説そのものになお

べく残されている問題領域が多いと考えていることにもよる。

一っをあげてみよう。価値を規定する社会的必要労働時間とは、マルク

れぽ、「現存の社会的・標準的な生産諸条件と労働の熟練および強度の

よ平均度とをもって、なんらかの使用価値を生産するための労働時間で

ごされている。③　ここでは、社会的に必要な労働があくまでも、生産諸

・かわらしめられて規定されている。しかし、マルクスは、別のところ

の「社会的に必要な」という概念を、欲望（あるいは需要）と関連せし

る。この点は重要であるとおもわれる。第三巻において、利潤率の平均

ぜられている。その場合、それぞれ有機的構成の異なる五部門の例示に

剰余価値率が同一であると仮定されているから利潤率は相違する。そ

の利潤率の’導純な算術平均から、平均利潤率が求められる。相異なる利

算術平均によって引き出される均一の利潤率に還元される過程は、い

どのように説明されているのであろうか。「競争によって利潤率が平均

　といったところで、それは十分な説明にならない。通俗なマルクス経

解説書においては、利潤率の低いところから高い部門に資本が流れるこ

って、利潤率の高い部門では価格が下がり、逆に利潤率が低く、資本が

ていった部門の価格が上がることによって、利潤率が引き下げられ、利

均等化がもたらされるのだ、というような説明がなされている。ここで

れまでまったく考慮に入れられておらなかった需要条件が、体系内に含

てくる。価値から生産価格への転換過程を分析する際の問題は、生産財

肖費則価格を通して、費用価格自体が生産価格化されなけれぽならない

十算上の問題にとどまらない。それは、自由競争段階においては・利潤

享化しなけれぽならないという前提の上に立って、機械的な副算が行な

・るだけのことであって、それほど積極的な意味をもたない。価値体系

て相異なる利潤率が、有機白勺構成の低い部門から高い部門に剰余価値の

ともないながら、均ξ・化せしめられるメカニスム、その論理こそ重要な
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のである。さきに紹介しておいたように、柴田氏は、マルクスの価値体系か

出発し濃用価格を生産価格化する計算をくり返し価格体剰こ到達した後で

この価格体系は・別に価値体系から醐な講をくり澱さないでも、そ拍

体としても容易に組み立てることができるといってし・る．たとえ価格体系麟

L．・ては一致した結果に到達することができたとしても、その根底が価値体系に

よって制約されているとの認識が不可欠なものであるというのであれば、この1

認識を欠ぐことによって分析上どのような致命的な脱落が生ずるかも明らかに

されなけれぽならないだろう。

　われわれは、これらの問題をここで全面的にとり上げてみようというのでは

ない。資本の有機的構成の上昇、もっと簡約化していえば、労働が節約される

にともなって・和閏率が下落すると単純にと咳たところに、マルクスの基

本体系の欠陥が集約化せしめられてし・るのではないかと、われわれは疑ってみv

たのである。そして、ここから、われわれは、「同一労働・同一価値生産」の，

命題が平均的姓麟件が与えられてし・る条件のもとでも、あるいはそれが臨

間を通して変化する長期・動態的な鮒のもとでも同じようにあてはまると見、

ることによって・いったいどれほどの実体的な意味があるのかを疑ってみたの

である。

　　①柴田敬「経済原論」第1分冊、1963、48～53頁

8；ll；歪離憐鱗雛1嘉欝版）第・部上・・3・一・3・頁・

革新的姓産方法は・蝉費を切り下げ、利潤率を引き上げる、あるいは

生産費を低下させ・利潤率の上昇をもたらすものでなければ、生産方法の鞠

とはいいえないということは・あまりにも自明なことである。この点について

は・わ楠れは・置塩氏と争う必要まなんら存在しないとおもう．むしろ、わ

楠れは遣塩氏mの正確な分析を通して・多くのことを知りえたことに対

して感謝しなければならないとおもっている

わが国のマルクス経済学者のなかに1ま・この醐なことがらを正しくとら・

ようとしない人が多い・ある縫的個別資奉のもとに紺る特別利潤の発生力、

ら生麟件の平準化にともなう特別利～閏の消滅過程におし・て、平均利潤率カミ低

下するとし’うのであれば譜通の人で脚解できないなにか神秘的勧が作用
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していると見なくてはならない。われわれのこのようなとらえ方が、労働価値

説を否定したブルジョア経済学の手法による浅はかな・形式的な数量分析であ

るといわれるのであれぽ、われわれは・そこでいわれている労働価値説とは・

ますますもって神秘的なものとの感を強くせざるをえなくなるだろう。

　ところで、至極あたりまえの価格方程式から・「法則そのもの」を判断する

ことができるわけであるが、とすれぽ、このような分析方式は・マルクスの基

礎体系とどのように関連づけられるものであろうか・別に・労働価値説を基礎

とした体系をもってしなくとも、生産費を切り下げる革新的な生産方法が利潤

率を引き上げるということ、ならびに実質賃金率の上昇によって誘発された生

産方法の変化が、それを導入しなかった場合におけるよりも利潤率の低下を小

さいものにすること、こういった証明は可能となる・周知のように・ブルジョ

ァ経済学においても、この面の分析は、かなり進められてきた。これらの分析

と置塩氏のとは、その根本において相違するとみなされるべきであるとおもわ

れるが、われわれは、この点どのように考えるべきなのであろうか。（8）式から

（9）式が引き出され、この（9）式が、（6）式によって価値体系と結びつけられている

が、この結びつきこそ決定的な重要性をもっているとみなされなけれぽならな

いのであろうかQ
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